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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　交流系統（８）へ接続されるエネルギー回生型整流装置（１６）であり、エネルギー回
生型整流器（２４）と、該エネルギー回生型整流器（２４）の直流側（３０）に並列接続
されたバッファキャパシタンス（４６）とを含むエネルギー回生型整流装置（１６）の運
転方法であって、
　前記エネルギー回生型整流器（２４）と前記バッファキャパシタンス（４６）との間の
電流を転流の時点（９２）で、変調度（９６）と無制限電流（ＤＣＡ）との積である値（
１００）に制限することを特徴とする、運転方法。
【請求項２】
　１と商（ＤＣＡ－ＤＣＡｍｉｎ）／（ＤＣＡｍａｘ－ＤＣＡｍｉｎ）とから、小さい値
の方を選んで前記変調度（９６）として使用し、前記式中、ＤＣＡは無制限電流に該当し
、ＤＣＡｍｉｎは転流の時点（９２）の無制限電流に該当し、ＤＣＡｍａｘは時間的に平
均化した無制限電流に該当する、請求項１に記載の運転方法。
【請求項３】
　前記バッファキャパシタンス（４６）から前記直流側（３０）へ流れる電流を制限する
、請求項１又は２に記載の運転方法。
【請求項４】
　前記電流を０Ａ（アンペア）に制限する、請求項３に記載の運転方法。
【請求項５】
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　前記バッファキャパシタンス（４６）に生じる中間回路電圧（ＵＺ）が、前記直流側（
３０）で前記エネルギー回生型整流器（２４）に生じる出力電圧（ＵＡ）に比べて昇圧し
てある、請求項１～４のいずれか１項に記載の運転方法。
【請求項６】
　系統側の電圧ディップ（１０６）が発生したときに、前記エネルギー回生型整流器（２
４）と前記バッファキャパシタンス（４６）との間の電流を制限する、請求項１～５のい
ずれか１項に記載の運転方法。
【請求項７】
　交流系統（８）へ接続されるエネルギー回生型整流装置であって、
　エネルギー回生型整流器（２４）と、該エネルギー回生型整流器（２４）の直流側（３
０）に並列接続されたバッファキャパシタンス（４６）とを含み、
　前記バッファキャパシタンス（４６）と前記エネルギー回生型整流器（２４）との間に
昇圧コンバータ（５２）が接続され、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の運転方法により運転される、エネルギー回生型整
流装置。
【請求項８】
　前記バッファキャパシタンス（４６）と前記直流側（３０）との間に、第１の可制御ス
イッチ素子（５８）が接続されている、請求項７に記載のエネルギー回生型整流装置。
【請求項９】
　前記第１の可制御スイッチ素子（５８）がパルス周波数で駆動される、請求項８に記載
のエネルギー回生型整流装置。
【請求項１０】
　前記昇圧コンバータ（５２）が、昇圧チョッパ回路（５４）又は電子平滑インダクタ（
６８）か、又は、１００μＨ～５００μＨのインダクタンスをもつリアクトル（５６）を
、少なくとも含む、請求項７～９のいずれか１項に記載のエネルギー回生型整流装置。
【請求項１１】
　前記バッファキャパシタンス（４６）が、直列接続された２つのバッファコンデンサ要
素（４８，８０）を含み、これらバッファコンデンサ要素（４８，８０）の中間点（８２
）が静電容量的にアース（３６）に導かれている、請求項７～１０のいずれか１項に記載
のエネルギー回生型整流装置。
【請求項１２】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の運転方法（８６）に従って運転されるエネルギー
回生型整流装置（１６）を備えた工業設備であって、５ｋＷ～２５０ｋＷの出力をもつ工
業設備。
【請求項１３】
　１０ｋＷ～２００ｋＷの出力をもつ、請求項１２に記載の工業設備。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、交流系統接続用の整流装置に関する。エネルギー回生型の（エネルギー回生
能力をもつ）本発明に係る整流装置は、エネルギー回生型整流器を備えており、具体的に
は工業設備の構成要素である。本発明はさらに、エネルギー回生型整流装置の運転方法及
びエネルギー回生型整流装置を含む工業設備も対象とする。
【背景技術】
【０００２】
　工業設備は通常、多数の駆動装置を有し、この駆動装置のそれぞれが電動機を備える。
このような設備において、電動機の給電は、整流器及び中間回路とインバータとを有する
電力変換装置により行われる。インバータは、電動機に電気的に接続されており、電動機
の回転数及び出力の調節を担う。これに対して整流器は、それぞれが交流電流を導く三相
の交流系統（交流電力系統）に接続されており、その個々の相は通常、互いに１２０°ず
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れている。最も簡単な形態において整流器は、互いに電気的に接続されていわゆるブリッ
ジ回路をなす６つのダイオードを有する。このブリッジ回路の直流側は中間回路コンデン
サと並列接続されており、当該中間回路コンデンサは、整流器とインバータとの間に生じ
る中間回路電圧の安定化を目的とする。
【０００３】
　工業設備の運転時には、電動機を制動しなければならない期間が発生する。この場合に
工業設備の比較的効率的な運転を保証するために、電動機は発電機として運転され、その
結果、回転エネルギーが電気エネルギーに変換される。この電気エネルギーにより、中間
回路コンデンサへの給電が行われる。これを発展させて、整流器にエネルギー回生能力を
もたせ、回収される電気エネルギーを改めて交流系統へ戻し、結果、交流系統における他
の負荷に使用することを可能とした方式のものがある。この方式によれば、中間回路コン
デンサの小型化が可能となる。
【０００４】
　整流器にエネルギー回生能力をもたせるため、ダイオードが半導体スイッチにより橋絡
されていて、つまりダイオードに半導体スイッチが並列に接続されている。電流は、でき
るだけ大きなエネルギー伝送を可能にするべく、交流系統の三相のうち最も高い電圧を有
する相に供給される。その結果、１つの相から他の相への切り換え（転流）が行われると
きに比較的大きな電流の切り換えが発生する。比較的急峻な切り換えや、場合によっては
存在し得るインダクタンスに起因して、回生電流の範囲内で望ましくない振動の生成も起
こり得る。
【０００５】
　特許文献１には、系統側及び負荷側電流コンバータを備えた高電圧整流器が開示されて
いる。系統側電流コンバータと負荷側電流コンバータとは、昇圧コンバータにより電気的
に接続される。引用文献２は、周波数コンバータにおける漏洩電流の低減方法を開示する
。蛍光管の制御回路が特許文献３により周知である。特許文献４は、ソフトスイッチング
変換装置を開示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】欧州特許公開ＥＰ１７６０８７０Ａ２
【特許文献２】独国特許公開ＤＥ１０２０１１０７８Ａ１
【特許文献３】米国特許公開ＵＳ２０１４／００５５０３３Ａ１
【特許文献４】米国特許公開ＵＳ２０１０／０２５９９５５Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、好ましくは運転時に回生電流の範囲内での振動の生成が低減される、
格別に適切なエネルギー回生型（エネルギー回生能力をもつ）整流装置、さらには、格別
に適切なエネルギー回生型整流装置の運転方法と格別に適切なエネルギー回生型整流装置
を有する工業設備を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題は、本発明によれば、方法に関しては請求項１に係る特徴によって、エネルギ
ー回生型整流装置に関しては請求項７に係る特徴によって、工業設備に関しては請求項１
２に係る特徴によって、解決される。有益な発展態様及び実施態様が各引用形式請求項の
主題である。
【０００９】
　本発明に係る方法は、例えば工業設備の構成要素であって交流系統に接続するのに適し
た、好ましくは交流系統に接続するべく構成されて提供されるエネルギー回生型整流装置
の運転に、適用される。このエネルギー回生型整流装置は、エネルギー回生型整流器と、
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該エネルギー回生型整流器の直流側に並列に接続されたバッファキャパシタンスとを含み
、装置設置後にはエネルギー回生型整流器の交流側が交流系統に電気的に接続される。
【００１０】
　本発明に係る方法では、エネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間を流
れる電流を転流の時点で制限（低減）する。ここにおける転流とは、具体的に言えば、エ
ネルギー回生型整流器のブリッジ回路の１つのアームから他のアームへ電流の流れが移行
すること、又は、中間回路の一方の枝路と交流系統の相の１つとの電気的接続が変化する
こと、あるいはそれら両方を意味する。転流のために、エネルギー回生型整流器の整流器
スイッチ素子のスイッチング過程が行われ、例えば、整流器スイッチ素子の１つがオフさ
れて他の１つがオンされることによって、中間回路の枝路の一方が電気的に低抵抗の状態
で交流系統の他の１つの相と電気的に接続される。
【００１１】
　例えば、転流時点で、直流側からバッファキャパシタンスへ流れる電流、又はバッファ
キャパシタンスから直流側へ流れる電流を制限する。好ましくは、直流側からバッファキ
ャパシタンスへ流れる電流も、バッファキャパシタンスから直流側へ流れる電流も、転流
時点で制限する。特に、エネルギー回生時にはバッファキャパシタンスから直流側への電
流が優勢であり、転流時点でその電流を制限し、例えば０Ａ（ゼロアンペア）に制限する
。
【００１２】
　当該電流制限に基づいて、転流時にはスイッチングされる電流が比較的小さくなり、ス
イッチング損失が低減される。交流系統の範囲における振動伝播も低減される。好適には
、転流時点前の所定期間及び転流時点後の所定期間、電流を制限し、これは、例えば継続
して実行する。この方法により、電気的な振動の伝播がさらに低減される。例えば、当該
期間は、２ｍｓ以下で０．０１ｍｓ以上、好適には１ｍｓ以下で０．１ｍｓ以上である。
【００１３】
　エネルギー回生型整流器は系統周波数で運転するのが適切である。言い換えると、エネ
ルギー回生型整流器の整流器スイッチ素子は、交流系統の有する周波数に同期して駆動制
御する。上記電流はパルス周波数にて規制又は制御することが適切である。言い換えると
、上記電流は、パルス周波数に同期して調節し、これにより上記制限を行う。この方法に
より、上記電流の比較的正確な調節を可能とする。この場合、上記電流の調節を行う周波
数は、例えば１５０ｋＨｚ前後とする。
【００１４】
　バッファキャパシタンスに生じる中間回路電圧は、エネルギー回生型整流器の直流側に
生じる出力電圧に比べて昇圧するのが適切である。この方法により、バッファキャパシタ
ンスからエネルギー回生型整流器へ流れる電流の制御又は規制が、常に、交流系統の現在
転流中の電流相の現在位相角に関係なく可能である。言い換えると、現在転流中の相が最
大の電圧を有するときであってもエネルギー回生が可能である。
【００１５】
　本発明の特に好ましい態様では、系統側電圧を監視し、系統側の電圧ディップ（低下）
時に、エネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れる電流を制限（低
減）する。系統側の電圧ディップは、例えば交流系統の少なくとも１つの相の比較的短時
間の電圧低下を意味する。このときの該電圧は、目標値（公称値）から、規定のしきい値
以上、例えば１０Ｖ以上逸脱する。特に、エネルギー回生型整流器からバッファキャパシ
タンスへ流れる電流を制限することで、交流系統からさらにエネルギーを摂取することが
ない。これにより、交流系統にかかる負荷が軽減される。その一方で安全且つ高信頼の運
転を維持できるようにするために、好ましくはバッファキャパシタンス内に蓄積された電
気エネルギーを利用する。系統側の電圧ディップが現れるときの電流の制限は、転流時点
での電流の制限から独立しており、特に独立した発明とみなされる。
【００１６】
　エネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れる電流は、すなわち、
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エネルギー回生型整流器からバッファキャパシタンスへ流れる電流とその逆に流れる電流
とは、所定値に制限することが好ましい。この値は、エネルギー回生型整流器及びバッフ
ァキャパシタンスの間における無制限の（制限してない）電流と変調度との積である。エ
ネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れる無制限電流とは、電流の
規制又は制御（あるいは規制及び制御）を全く行わない場合に生じる、エネルギー回生型
整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れ得る最大電流のことである。言い換えると
、無制限電流は、エネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れる電流
のピーク値に相当する。印加される交流電圧に従って、この無制限電流は一定ではなく、
零よりも常に大きい２つの限度値の間でアーチ状に脈動する。この場合、電流が制限され
ていなければ、最小電流は転流の時点で発生するはずである。この場合の最大値は、転流
中の相の電圧が最大値をもつときに発生し得る。特に、変調度は０と１の間にあって、転
流の時点でエネルギー回生型整流器を介し殆ど電流が流れないようにするために、転流の
時点で変調度を０に等しくすることが好ましい。電流は、好ましくは転流の時点で最小値
をもつ変調度と無制限電流との積へ常に規制又は制御することが適切である。
【００１７】
　変調度を使用することにより、個々の相の位相角を認識するだけでよいから、電流の調
節が簡素化される。変調度を決定するために定数関数を使用すれば、電流の急変発生が回
避され、これにより、交流系統の範囲内での望ましくない振動の伝播が防止される。例え
ば、変調度は、交流系統の相の電圧に基づいて算定し、しかも複数の相が存在する場合に
は、転流の時点を電圧に基づいて算定し、且つ転流の時点で変調度が１より小さいことを
保証する、適切で例えば周期的な関数を使用する。変調度を電圧に基づいて導き出せば、
比較的安定した、エラーを起こし難い変調度を決定することができる。
【００１８】
　好ましくは、変調度として、（ＤＣＡ－ＤＣＡｍｉｎ）と（ＤＣＡｍａｘ－ＤＣＡｍｉ
ｎ）との商と「１」とのうちの小さいほうの要素を使用する。言い換えると、変調度は、
ｍｉｎ（１；（ＤＣＡ－ＤＣＡｍｉｎ）／（ＤＣＡｍａｘ－ＤＣＡｍｉｎ））
に等しい。
【００１９】
　ここで、ｍｉｎは最小関数に相当し、ＤＣＡは無制限電流、すなわちエネルギー回生型
整流器とバッファキャパシタンスとの間に流れる電流の制御又は規制を行わない場合に生
じるであろう電流に相当する。ＤＣＡｍｉｎは、転流の時点での無制限電流、すなわち制
限がなかった場合は切り換えられたであろう電流に相当する。ＤＣＡｍａｘとしては、時
間的に平均化した無制限電流を使用可能であり、すなわち、転流の時点で制限を行わなか
った場合にエネルギー回生型整流器とバッファキャパシタンスとの間において時間的に平
均して得られたであろう電流を使用できる。この場合、電流は交流電流の少なくとも１つ
の周期にわたって時間的に平均化する。言い換えると、時間的に平均するために使用する
期間の長さは、少なくともエネルギー回生型整流器の交流側に生じる交流電流の周期の長
さ、一例として交流系統が５０Ｈｚの周波数をもつ場合には少なくとも０．０２秒に相当
する。当周期の整数倍を使用するのがよい。
【００２０】
　無制限電流は、本態様において、エネルギー回生型整流器の最大負荷が使われていて、
すなわち例えば、エネルギー回生型整流器により供給される最大の直流電圧が取り出され
ていて、又は、直流側に生じる最大の直流電流が交流系統に回生されていて、つまり、例
えばバッファキャパシタンス内に存在する全電気エネルギーが可能な限り最短の時間で回
生されていて、転流の時点で電流の制限が起きないとして、求められる。このようにして
変調度を求めることは、比較的簡単であり、多数のセンサや計算規則なしで実現すること
ができる。
【００２１】
　エネルギー回生型整流装置は、好適には工業設備の構成要素であり、例えば５ｋＷ～２
０ｋＷ、好ましくは１０ｋＷを越える出力をもつ。エネルギー回生型整流装置は、交流系
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統への接続に適し、このことを見込んで設計するのが得策であり、この場合の交流系統は
、具体的には二相又は三相で実施される。交流系統は１２０°ずつ互いにずれている三相
をもち、各相が正弦波状の電流波形をもつのが好ましい。周波数は、例えば５０Ｈｚ又は
６０Ｈｚである。好ましくは各相が等しい周波数で正弦波状の交流電圧を有し、振幅が３
２５Ｖであるとよい。特に、エネルギー回生型整流装置は工業設備内で使用される。
【００２２】
　エネルギー回生型整流装置は、直流側及び交流側を備えたエネルギー回生型整流器を含
む。その交流側は、装置設置後には交流系統に電気的に接続される。これら直流側と交流
側との間に、ブリッジ回路、例えばＢ４回路又はＢ６回路が好ましくは設けられる。ブリ
ッジ回路の各ブリッジアームにダイオードがあり、このダイオードと並列に、半導体スイ
ッチ／パワー半導体スイッチであるスイッチ素子（整流器スイッチ素子）が接続される。
これらダイオード及び半導体スイッチは、単一のモジュール内にまとめてあるのが実用的
である。各ブリッジアームは、整流器スイッチ素子としてＩＧＢＴモジュール又はＭＯＳ
ＦＥＴを有するのが好適である。
【００２３】
　エネルギー回生型整流装置は、さらにバッファキャパシタンス（キャパシタ）を含み、
このバッファキャパシタンスは、上述の直流側に並列に接続されている。バッファキャパ
シタンスとエネルギー回生型整流器との間には昇圧コンバータが接続される。昇圧コンバ
ータは、直流電圧を、より高い別の直流電圧に変換するＤＣ／ＤＣコンバータである。し
たがって、運転時にバッファキャパシタンスは、整流器側（上記直流側）に生じる出力電
圧に比べて昇圧された中間回路電圧を有する。例えば、エネルギー回生型整流器は、直流
側に中間回路コンデンサ、つまり他のキャパシタンスを含み、このキャパシタンスに出力
電圧が生じる。当該中間回路コンデンサは比較的小さく、特に、少なくともバッファキャ
パシタンスよりは小さく形成することができる。バッファキャパシタンスと昇圧コンバー
タとにより中間回路（ＤＣリンク）が形成され、該中間回路は、運転時にほぼ一定の中間
回路電圧を有するので、一方が正側であり他方が負側である２つの枝路を含む。正側枝路
は負側枝路に比べて高い電位を有する。ただし、最小限で中間回路はバッファキャパシタ
ンスと昇圧コンバータからなる。
【００２４】
　バッファキャパシタンスに生じる高い中間回路電圧のおかげで、バッファキャパシタン
スと上述の交流側との間の電流の流れを調節することができ、これにインダクタンスは要
求されない。したがって、適切に制御すれば、回生電流における振動の生成を回避するこ
とができるか、又は少なくとも低減することができる。
【００２５】
　昇圧コンバータは、正側枝路の電位が昇圧コンバータにより高められるように、正側枝
路に対し付設するのがよい。中間回路の負側枝路は、エネルギー回生型整流器のダイオー
ドにより交流系統へ電気的に接続されることが好ましく、この場合に、（エネルギー回生
型）整流器は、例えば、その交流側において、静電容量的に（容量を介して）基準電位、
特にアースに導かれる。したがって、中間回路の負側枝路は基本的にアースへ導かれてお
り、このことが基本的な障害の抑制をもたらし、結果的に電磁適合性が高められる。その
うえこの方式によって漏洩電流がアースへ導かれる。
【００２６】
　好ましくは、エネルギー回生型整流器は、モジュールとして、特に、スリムライン中間
回路を有するいわゆる電圧中間回路形コンバータ（電圧形インバータ）として提供され実
施される。このモジュールは、例えば、中間回路コンデンサが設けられていれば、これを
含む。このモジュールに、別のモジュールを電気的に接続することができ、当該別のモジ
ュールがバッファキャパシタンスと昇圧コンバータとを含み、したがって当該別のモジュ
ールは、エネルギー回生型整流器の中間回路コンデンサがある場合はこれを除いて、基本
的に中間回路を形成する。このように、エネルギー回生型整流装置のモジュール構造が可
能にされており、これによって製造コストが低減される。さらに、場合によっては既存の
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モジュールを用いることもできる。
【００２７】
　例えば、バッファキャパシタンスはコンデンサ、例えば電解コンデンサを含む。好まし
くは、バッファキャパシタンスは、該コンデンサの予備充電回路を有し、この予備充電回
路により、エネルギー回生型整流装置の運転開始時にコンデンサの予備充電が行われる。
この場合例えば、いわゆる待機モードにおいて、コンデンサに生じている電圧が維持され
る。これにより、エネルギー回生型整流装置の運転モードの切り換えが速やかに実行可能
となり、バッファキャパシタンスの予備充電をエネルギー回生型整流器を介して行う必要
がない。したがって、バッファキャパシタンスに比較的大きな静電容量を備えることがで
きる一方で、エネルギー回生型整流装置はほぼ遅延なく応答する。
【００２８】
　バッファキャパシタンスと上述の直流側との間には、第１の可制御スイッチ素子を接続
するのが好ましい。この場合、好ましくは、第１の可制御スイッチ素子により、整流器側
（上述の直流側）からバッファキャパシタンスへ流れる電流と、バッファキャパシタンス
から上述の直流側へ流れる電流とを制御できるように、電気的接続が行われる。第１の可
制御スイッチ素子は、例えば昇圧コンバータの構成要素か又は正側枝路の構成要素であり
、あるいは、昇圧コンバータ及び正側枝路の構成要素である。具体例として第１の可制御
スイッチ素子は半導体スイッチ素子／パワー半導体スイッチであり、例えばＩＧＢＴ又は
ＭＯＳＦＥＴ、特にＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴとする。第１の可制御スイッチ素子は双方向構
成であることが好ましい。要するに、第１の可制御スイッチ素子は双方向スイッチであり
、例えば第１の可制御スイッチ素子は１つのトランジスタにより提供され、該トランジス
タに好ましくはダイオードが並列接続され、該ダイオードにより、整流器側からバッファ
キャパシタンスへの一定の電流の流れが可能にされている。この場合、第１の可制御スイ
ッチ素子のダイオードを介して、例えば整流器側に生じている出力電圧又はこれに比べて
昇圧された中間回路電圧が現れるように、昇圧コンバータにより好ましくは昇圧が行われ
る。
【００２９】
　第１の可制御スイッチ素子はパルス周波数で駆動制御することができ、その最大のスイ
ッチング周波数は、例えば１０ｋＨｚより大きく、好ましくは２０ｋＨｚ～１５０ｋＨｚ
である。該方式に代えて、又は好適には該方式との組み合わせで、エネルギー回生型整流
器の整流器スイッチ素子を系統周波数で駆動制御することができる。これによると、エネ
ルギー回生型整流器の整流器スイッチ素子を比較的少ない導通状態損失へ最適化すること
ができる。他方、第１の可制御スイッチ素子は、少ないスイッチング損失へ最適化される
ので好適であり、それ故にエネルギー回生型整流装置の効率が向上する。
【００３０】
　上記制御に基づいて、エネルギー回生型整流器の直流側に生じる出力電圧は、実質的に
系統周波数でしか変化せず、その変化の振幅は低減される。要するに、バッファキャパシ
タンスとエネルギー回生型整流器との間を流れる電流は、第１の可制御スイッチ素子によ
り調節されるということであり、これは、昇圧された中間回路電圧の結果、各相の電流の
現在の位相角にほぼ関係なく行うことができる。
【００３１】
　概して言えば、エネルギー回生型整流器の特に系統周波数で作動させる整流器スイッチ
素子を適切に駆動制御すれば、別のインダクタンスが存在しないことから、第１の可制御
スイッチ素子と昇圧コンバータとにより、システム振動が回避される。エネルギー回生型
整流器のダイオードにより、中間回路の負側枝路が、例えば静電容量的に、アースに通じ
ていれば、中間回路電圧／出力電圧も、接地に対して系統周波数の３倍の周波数で変化す
るだけである。その結果、アースへの漏洩電流が減少する。例えば、上記電流の流れを調
節するために、制御器が使用される。言い換えれば、第１の可制御スイッチ素子は、制御
器、特にＰＩ制御器により制御される。
【００３２】
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　一例として、昇圧コンバータが昇圧チョッパ回路を含み、好ましくは中間回路の枝路の
一方がインダクタンスを含む。具体的には、正側枝路が、例えばダイオードに直列に接続
されたインダクタンスを、例えばコイル又はリアクトルの形態で有する。例えば、当該ダ
イオード及びインダクタンスは別のダイオード及び可変抵抗により橋絡されており、該可
変抵抗は、例えば調節可能である。両枝路自体は第２の可制御スイッチ素子により短絡可
能である。第２の可制御スイッチ素子は、好ましくは半導体スイッチ素子、特にパワー半
導体スイッチであり、例えば電界効果トランジスタ、特にＭＯＳＦＥＴ又はＩＧＢＴであ
る。第２の可制御スイッチ素子を設ける場合は、好適には第１の可制御スイッチ素子と同
設計とする。
【００３３】
　運転時には第２の可制御スイッチ素子のオン（閉）により中間回路の両枝路が短絡され
、したがってインダクタンスが充電される。第２の可制御スイッチ素子のオフ（開）時に
はインダクタンスがダイオードを介してバッファキャパシタンスヘ向けて放電させられる
。この種の昇圧チョッパ回路により、比較的少ない部品で昇圧コンバータが実現されてお
り、このことが比較的低コストでロバストな昇圧コンバータをもたらす。
【００３４】
　これに対する代案では、昇圧コンバータが電子回路平滑インダクタを含み、特に中間回
路の枝路の一方が電子回路平滑インダクタを含む。電子回路平滑インダクタ（ＥＳＩ）は
ブリッジ回路を有し、該ブリッジ回路の２つの出力端が、コンデンサ、特に電解コンデン
サとしてのコンデンサにより、互いに電気的に接続されている。この場合に昇圧コンバー
タは、同様にコイル又はリアクトル、あるいはコイル及びリアクトルのようなインダクタ
ンスを含むことが好ましく、該インダクタンスは、ブリッジ回路の一方の側、すなわちエ
ネルギー回生型整流器の方を向いた側に、配置される。例えば双方向の電子回路平滑イン
ダクタのＢ４回路の全てのブリッジアームがそれぞれ可制御スイッチ素子を有するように
して、電子回路平滑インダクタにより第１の可制御スイッチ素子も提供され、これら可制
御スイッチ素子は例えば半導体スイッチにより実施される。運転時には可制御スイッチ素
子の制御により先ず電子回路平滑インダクタのコンデンサが充電され、そして、該コンデ
ンサは、制御の変更に応じバッファキャパシタンスへ向けて放電させられ、その際に電圧
が昇圧される。
【００３５】
　好ましくは昇圧コンバータがリアクトルを含み、該リアクトルによりインダクタンスが
提供される。この場合のリアクトルは電気エネルギーの蓄積器として用いられ、そのエネ
ルギーが、昇圧のために、好ましくは適切なスイッチ素子によりバッファキャパシタンス
へ放出される。リアクトルは、例えば１００μＨ～５００μＨのインダクタンスを有する
。このインダクタンスは、好ましくは５００μＨ、４００μＨ、３００μＨよりも小さい
。この種のリアクトルは、５ｋＷ～１０ｋＷのエネルギー回生型整流装置の定格出力にお
いて使用されるのが適切である。このようにして比較的スペースを節約した昇圧コンバー
タが実現される。
【００３６】
　好ましくは、バッファキャパシタンスが、直列接続された２つのバッファコンデンサ要
素を含み、これらバッファコンデンサ要素のそれぞれは、例えば電解コンデンサとして実
施される。この直列接続回路に基づいて、中間回路電圧が比較的高い場合であっても、耐
圧の比較的小さいコンデンサを使用することができ、このことが製造コストを低減する。
当該直列接続回路の中間接続点、すなわちバッファコンデンサ要素の互いに電気的に接続
された２つの電極は、好ましくはアースに、特に静電容量的に、導かれている。言い換え
ると、両コンデンサ要素間に生成される電位は静電容量的にアースに導かれ、好ましくは
アースに等しい。この方式により、エネルギー回生型整流装置のさらなる障害抑制が提供
されるので、電磁適合性がさらに高められる。
【００３７】
　本発明に係る工業設備は、交流系統に接続するためのエネルギー回生型整流装置を有す
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る。本エネルギー回生型整流装置により、余剰の電気エネルギーを交流系統へ回生するこ
とが可能になる。エネルギー回生型整流装置は、エネルギー回生型整流器と、該エネルギ
ー回生型整流器の直流側に並列接続されたバッファキャパシタンスとを含む。バッファキ
ャパシタンスとエネルギー回生型整流器との間には昇圧コンバータが接続されている。こ
れに代えて、又はこれとの組み合わせで、エネルギー回生型整流器とバッファキャパシタ
ンスとの間に流れる電流が転流の時点で制限される。したがって、エネルギー回生型整流
装置により、出力定格が比較的大きい場合であっても、エネルギー回生型整流装置のエネ
ルギー回生に起因した交流系統における振動生成が防止される。当該工業設備は、例えば
５ｋＷ～２５０ｋＷの出力能力を有する。工業設備の出力能力は、好ましくは例えば１０
ｋＷ以上且つ２００ｋＷ以下である。
【００３８】
　エネルギー回生型整流装置の運転方法と関連させて説明した態様及び提示した発展態様
は、同様にエネルギー回生型整流装置及び工業設備にも転用が可能であり、且つその逆も
可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
　次の図面を参照して本発明の実施形態につき詳細に説明する。
【００４０】
【図１】エネルギー回生型整流装置を備えた工業設備を示す概略図。
【図２】エネルギー回生型整流装置の第１実施形態を示す回路図。
【図３】エネルギー回生型整流装置の第２実施形態を示す回路図。
【図４】エネルギー回生型整流装置のバッファキャパシタンスを示す回路図。
【図５】エネルギー回生型整流装置の運転方法を示すフローチャート。
【図６】エネルギー回生型整流装置内の無制限電流を示す波形図。
【図７】変調度及び相電圧の時間変化と無制限電流を示す波形図。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　図面において、互いに対応する部分には同じ参照符号を付してある。
【００４２】
　図１には、１０ｋＷよりも大きく、例えば１００ｋＷに等しい出力定格をもつ電力変換
装置４を有する工業設備２が示されている。電力変換装置４により電動機６が運転される
。電動機６は、工業設備２のアクチュエータ（図示略）を駆動するべく使用される。電力
変換装置４は電動機６と交流系統８との間に電気的に接続されており、交流系統８は、Ｌ
１、Ｌ２、Ｌ３とも称する第一相１０、第二相１２及び第三相１４を有する。３つの相１
０，１２，１４のそれぞれは、５０Ｈｚの周波数を有する正弦波形の交流電圧及び交流電
流を導き、三相１０，１２，１４はそれぞれ互いに１２０°ずつずれている。正弦波形の
交流電流を生じさせる正弦波形の交流電圧の振幅はそれぞれ３２５Ｖである。
【００４３】
　電力変換装置４はエネルギー回生型整流装置１６を有し、該整流装置１６は交流系統８
の三相１０，１２，１４と電気的に直接接続されている。したがってエネルギー回生型整
流装置１６は、交流系統８と電力変換装置４のインバータ１８との間に接続されている。
エネルギー回生型整流装置１６により直流電流が供給され、この直流電流がインバータ１
８により交流電流に変換され、そして該交流電流が電動機６の運転に使用される。インバ
ータ１８により生成される交流電流は、電動機６の回転数及び出力に合わせられる。
【００４４】
　エネルギー回生型整流装置１６は、図２に詳細を示すとおり、第１のモジュール２０及
び第２のモジュール２２を含む。第１のモジュール２０は、エネルギー回生型整流器２４
を含み、この整流器２４はＢ６回路で構成される。Ｂ６回路は、６つの整流器スイッチ素
子２６により構成されており、これらの整流器スイッチ素子２６は、それぞれが並列接続
されたフリーホイールダイオードを備えたＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴである。本形態において
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、相１０，１２，１４のそれぞれに２つずつ整流器スイッチ素子２６が電気的に接続され
ており、相１０，１２，１４により導かれて交流側２８に生じる交流電圧がダイオードに
より直流電圧に整流される。該直流電圧がエネルギー回生型整流器２４の直流側３０に生
じ、該電圧は出力電圧ＵＡに等しい。つまり、Ｂ６回路は交流側２８と直流側３０との間
にある。
【００４５】
　第１のモジュール２０は、相対的に小さい容量をもつ中間回路コンデンサ３２を有する
。交流側２８では、各相１０，１２，１４が、それぞれ１つの接地コンデンサ３４により
静電容量的にアース３６に導かれている。さらに第１のモジュール２０は、駆動回路３８
を含み、この駆動回路３８から、整流器スイッチ素子２６にスイッチング信号が提供され
る。この駆動制御は、電動機６に対する現在の要求と、各相１０，１２，１４により導か
れる交流電流（又は場合によってはその交流電圧）の位相角とに応じて行われる。駆動回
路３８により整流器スイッチ素子２６のスイッチング状態が変化させられ、各フリーホイ
ールダイオードの逆方向バイアスの向きで順方向バイアスも可能となる。この制御は、好
ましくは系統周波数に同期して行われる。第１のモジュール２０は、いわゆるＦ３Ｅトポ
ロジーにより実施することができ、相対的に小さい中間回路コンデンサ３２、つまりスリ
ムライン中間回路（ＤＣリンク）を備える。
【００４６】
　直流側３０において中間回路コンデンサ３２に第２のモジュール２２が並列接続されて
おり、この第２のモジュール２２は、基本的に、中間回路コンデンサ３２を備えた電力変
換装置４の中間回路４０を形成している。中間回路４０は負側枝路４２と正側枝路４４と
を有し、正側枝路４４により導かれる電位が負側枝路４２の電位よりも高い。負側枝路４
２の電位は、エネルギー回生型整流器２４のフリーホイールダイオードと接地コンデンサ
３４とにより、アース３６の電位にほぼ等しい。
【００４７】
　負側枝路４２と正側枝路４４との間にバッファキャパシタンス４６が接続されており、
したがってこのバッファキャパシタンス４６は、エネルギー回生型整流器２４の直流側３
０に対して並列に接続されている。バッファキャパシタンス４６は、本実施形態において
、第１の電解コンデンサ４８を有する。バッファキャパシタンス４６には予備充電回路５
０が備えられ、この予備充電回路５０により、第１のモジュール２０に関係なく第１の電
解コンデンサ４８を充電することができる。第２のモジュール２２は、昇圧チョッパ回路
５４を備えた昇圧コンバータ５２を含み、この昇圧コンバータ５２が正側枝路４４に接続
されているリアクトル５６を有し、当該リアクトル５６が１５０μＨのインダクタンスを
もつ。リアクトル５６とバッファキャパシタンス４６との間に第１の可制御スイッチ素子
５８が接続されており、したがって第１の可制御スイッチ素子５８はリアクトル５６と直
列に接続されている。ＳｉＣ－ＭＯＳＦＥＴである第１の可制御スイッチ素子５８は、バ
ッファキャパシタンス４６と直流側３０との間に接続されていることになる。
【００４８】
　第１の可制御スイッチ素子５８とリアクトル５６との間に第２の可制御スイッチ素子６
０の一端が電気的に接続されており、該第２の可制御スイッチ素子６０の他端は負側枝路
４２に電気的に接続されている。第２の可制御スイッチ素子６０は、第１の可制御スイッ
チ素子５８と構造的に等しく、且つ第１の可制御スイッチ素子５８と同様に、ＰＩ制御器
を含む制御回路６２からのスイッチング信号で駆動制御される。
【００４９】
　リアクトル５６及び第１の可制御スイッチ素子５８は、ダイオード６４及びこれに直列
接続された可変抵抗６６により橋絡されている。ダイオード６４と、双方向スイッチ素子
である第１の可制御スイッチ素子５８とは、オフ（開）状態でバッファキャパシタンス４
６から整流器側３０（すなわち整流器２４の直流側）へ流れる電流を阻止する。昇圧コン
バータ５２により運転時に昇圧が行われるので、直流側３０に生じて中間回路コンデンサ
３２に印加される出力電圧ＵＡは、バッファキャパシタンス４６に生じる中間回路電圧Ｕ
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Ｚよりも小さい。
【００５０】
　昇圧チョッパ回路５４の運転時には、先ずバッファキャパシタンス４６が出力電圧ＵＡ

まで充電され、その際にリアクトル５６も充電される。第１の可制御スイッチ素子５８は
、整流器側３０からバッファキャパシタンス４６へのみ電流が流れるように制御される。
言い換えると、第１の可制御スイッチ素子５８はオフ（開）状態にある。次に、正側枝路
４４及び負側枝路４２を短絡するように第２の可制御スイッチ素子６０が駆動制御される
。その結果、電流が流れてリアクトル５６が充電される。リアクトル５６が充電されると
すぐに、第２の可制御スイッチ素子６０がオフ（開）状態にされる。その結果、リアクト
ル５６が、第１の可制御スイッチ素子５８を介してバッファキャパシタンス４６へ向けて
放電し、該バッファキャパシタンス４６の電圧が昇圧される。
【００５１】
　図３に、エネルギー回生型整流装置の変形例が示されているが、第１のモジュール２０
については変更されていない。また、バッファキャパシタンス４６にも変更はない。すな
わち、昇圧コンバータ５２のみを変更してあって、本実施形態の昇圧コンバータ５２は、
昇圧チョッパ回路５４の代わりに、正側枝路４４中に挿入接続された双方向の電子回路平
滑インダクタ（Electronic Smoothing Inductor）６８を有し、この電子回路平滑インダ
クタ６８がＢ４回路を含んでいて、Ｂ４回路がリアクトル５６（変更なし）と直列に接続
されている。電子回路平滑インダクタ６８は、ブリッジ回路のために第１の半導体スイッ
チ７０と第２の半導体スイッチ７２とを有し、これら第１及び第２の半導体スイッチ７０
，７２は互いに直列に接続されて、第３の半導体スイッチ７４及び第４の半導体スイッチ
７６に対して並列に接続されており、これら第３及び第４の半導体スイッチ７４，７６も
互いに直列に接続されている。電子回路平滑インダクタ６８のこのように形成された２つ
の枝路は、コンデンサ７８により互いに電気的に接続されており、該コンデンサ７８の一
方の電極が第１及び第２の半導体スイッチ７０，７２に電気的に接続され、他方の電極が
第３及び第４の半導体スイッチ７４，７６に電気的に接続されている。
【００５２】
　第１、第２、第３及び第４の半導体スイッチ７０，７２，７４，７６は第１の可制御ス
イッチ素子５８でもあり、当該第１の可制御スイッチ素子５８は、バッファキャパシタン
ス４６と整流器側３０との間に流れる電流の調節を可能にする。半導体スイッチ７０，７
２，７４，７６は、上記同様に制御回路６２からのスイッチング信号で駆動制御される。
出力電圧ＵＡに比べて昇圧した中間回路電圧ＵＺを発生させるために、例えば全ての半導
体スイッチ７０，７２，７４，７６が電気的に導通状態に切り換えられると、リアクトル
５６が充電される。この場合にはコンデンサ７８は充電されない。これに続いて第２及び
第３の半導体スイッチ７２，７４が電気的に非導通状態に切り換えられると、コンデンサ
７８がダイオード７４の作用で充電される。リアクトル５６が放電するとすぐに、第２及
び第３の半導体スイッチ７２，７４が導通状態に切り換えられると共に第１及び第４の半
導体スイッチ７０，７６が非導通状態に切り換えられ、これによりコンデンサ７８がバッ
ファキャパシタンス４６へ向けて放電する結果、昇圧された中間回路電圧ＵＺが得られる
。
【００５３】
　図４に、バッファキャパシタンス４６の他の実施形態を示す。予備充電回路５０は図示
していないが、これも存在し得る。バッファキャパシタンス４６は、第１の電解コンデン
サ４８及び第２の電解コンデンサ８０を有し、これら電解コンデンサ４８，８０は互いに
直列に接続されていて、バッファキャパシタンス４６のバッファコンデンサ要素を形成し
ている。これらバッファコンデンサ要素の間に中間点８２が形成されており、該中間点８
２の電位は２つのバッファコンデンサ要素４８，８０の一方の電極の電位に相当する。中
間点８２は第２の接地コンデンサ８４により静電容量的にアース３６へ導かれている。
【００５４】
　図５には、エネルギー回生型整流装置１６の運転方法８６が示されている。第１運転ス
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テップ８８において、エネルギー回生型整流器２４の直流側３０に現れる出力電圧ＵＡが
、昇圧コンバータ５２により中間回路電圧ＵＺへ昇圧され、このために電子回路平滑イン
ダクタ６８又は昇圧チョッパ回路５４が適切に駆動される。この駆動のために制御回路６
２が使用される。第２の可制御スイッチ素子６０又は半導体スイッチ７０，７２，７４，
７６はこのためにパルス周波数で変調制御されることが好ましい。
【００５５】
　次の第２運転ステップ９０では、エネルギー回生型整流器２４によってバッファキャパ
シタンス４６から交流系統８への逆方向電流を発生すべきことが決定される。正側枝路４
４及び負側枝路４２は、整流器スイッチ素子２６の１つにより相１０，１２，１４のうち
の１つに電気的に接続する。第３運転ステップ９１では、無制限電流ＤＣＡを決定する。
この電流ＤＣＡは図６に時間の関数として示してある。無制限電流ＤＣＡは、相１０，１
２，１４の間で厳密に転流が起こるように整流器スイッチ素子２６を制御した場合にもた
らされる。言い換えると、それぞれ時点９２を生じるということで、該時点９２で、整流
器スイッチ素子２６により正側枝路４４又は負側枝路４２を相１０，１２，１４の１つか
ら他の相１０，１２，１４へ切り換え、該他の相と正側枝路４４又は負側枝路４２との間
に低抵抗の電気的な接続を生成する。この転流の瞬間（転流時点）９２で、整流器スイッ
チ素子２６により切り換えられた無制限電流ＤＣＡｍｉｎが生じ、これは１００Ａ（アン
ペア）までの値であり得る。無制限電流ＤＣＡは、無制限電流ＤＣＡｍｉｎとピーク値９
４との間で経過し、その時間的経過は、基本的に交流系統８の系統周波数の３倍の周波数
で変化する。無制限電流ＤＣＡの時間的平均値をＤＣＡｍａｘとして用いる。求めたＤＣ
Ａ、ＤＣＡｍｉｎ、ＤＣＡｍａｘに基づいて、図７に示す変調度９６を算定する。この変
調度９６は、次式に基づいて決定される。
ｍｉｎ（１；（ＤＣＡ－ＤＣＡｍｉｎ）／（ＤＣＡｍａｘ－ＤＣＡｍｉｎ））
式中の「ｍｉｎ」は最小関数を表す。変調度９６は従って常に０と１の間にある。
【００５６】
　第４運転ステップ９８では、無制限電流ＤＣＡと変調度９６との積である値１００を生
成する。制御回路６２により、バッファキャパシタンス４６とエネルギー回生型整流器２
４の直流側３０との間に流れる電流がこの値１００へ規制され、この目的のために第１の
可制御スイッチ素子５８が適切に制御される。第１の可制御スイッチ素子５８は、例えば
パルス周波数で駆動制御することにより、電流を比較的精密に調節することが可能になる
。使用する周波数は０ｋＨｚと１５０ｋＨｚとの間にある。
【００５７】
　電流が、時間的に平均化した無制限電流ＤＣＡｍａｘより大きければ、第１の可制御ス
イッチ素子５８は、該電流を制限しないように制御する。言い換えると、第１の可制御ス
イッチ素子５８は電気的に導通状態におく。無制限電流ＤＣＡが、時間的に平均化した無
制限電流ＤＣＡｍａｘより小さくなるとすぐに、制御回路６２により、変調度９６に基づ
いて実際の電流をより強く低下させ、この目的のために所定のパルス周波数を第１の可制
御スイッチ素子５８に印加して駆動制御する。中間回路コンデンサ３２及びリアクトル５
６が平滑作用を担うので、実際に流れる電流はほぼ連続的に低下する。
【００５８】
　第５運転ステップ１０２で転流９２が行われる。整流器スイッチ素子２６を駆動回路３
８が制御し、今まで電気的に導通していた整流器スイッチ素子２６を電気的非導通の状態
に移行させ、他の２つの整流器スイッチ素子２６を電気的導通状態に移行させる。変調度
９６に基づいて、この時点９２で実際の電流は０Ａであるので、エネルギー回生型整流器
２４においてスイッチング損失は実質的に発生しない。
【００５９】
　第６運転ステップ１０４では、変調度９６が再び０より大きいことから、再度電流が増
大する。エネルギー回生中には、整流器スイッチ素子２６を系統周波数で動作させる。言
い換えると、整流器スイッチ素子２６のスイッチング状態変化は転流の時点９２でのみ行
われる。エネルギー回生が続くかぎり、その電流は制御回路６２により値１００に規制さ
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れ、変調度９６が相応に変化する。
【００６０】
　系統側の電圧ディップ１０６、一例を図７に示してあって第二相１２に比較的短時間の
電圧低下が現れている、が発生する場合、無制限電流ＤＣＡを変調度９６の算定に使用し
ていることから、値１００は０Ａ（ゼロアンペア）に等しい。したがって、バッファキャ
パシタンス４６が交流系統８により実際に給電されているときであっても、交流系統８か
ら取り出される電気エネルギーはない。その結果、交流系統８の負荷が低減される。
【００６１】
　エネルギー回生型整流装置１６の電力消費は、変調度９６を使用することにより、一方
では、存在する電流高調波が比較的低いから、交流系統８にかかる負荷という点では比較
的少ない。他方では、系統側の電圧ディップ１０６が存在する場合にも、模擬的な「抵抗
（オーミック）」特性により、交流系統８に負荷がかかることはない。電動機６の運転は
バッファキャパシタンス４６により可能である。
【００６２】
　要するに、第１のモジュール２０の整流器スイッチ素子２６は、系統と実質的に同期し
てスイッチングされることから、比較的少ない導通状態損失を目指して最適化することが
できる。これに対して第２のモジュール２２は、パルス周波数でクロック制御され、でき
るだけ少ないスイッチング損失を目指して最適化される。そして、負側枝路４２がダイオ
ード及び接地コンデンサ３４によりアース３６に導かれているから、エネルギー回生型整
流装置１６により、アース３６に対する中間回路電圧ＵＺは系統周波数の３倍の周波数で
のみ変化する。その変化の振幅は比較的小さく、漏洩電流は同様にアース３６へ導かれる
。
【００６３】
　本発明は、ここに説明した実施形態に限定されない。当分野で通常の知識をもつ者であ
れば、本発明の他の異なる形態も、本発明の技術的思想から逸脱することなくここから導
き出すことができる。特に、個々の実施形態と結びつけて説明した個々の特徴はすべて、
本発明の技術的思想から逸脱することなく、別の手法で互いに組み合わせることができる
。
【符号の説明】
【００６４】
２　工業設備
４　電力変換装置
６　電動機
８　交流系統
１０　第一相
１２　第二相
１４　第三相
１６　エネルギー回生型整流装置
１８　インバータ
２０　第１のモジュール
２２　第２のモジュール
２４　エネルギー回生型整流器
２６　整流器スイッチ素子
２８　交流側
３０　直流側（整流器側）
３２　中間回路コンデンサ
３４　接地コンデンサ
３６　アース（接地）
３８　駆動回路
４０　中間回路
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４２　負側枝路
４４　正側枝路
４６　バッファキャパシタンス
４８　第１の電解コンデンサ（バッファコンデンサ）
５０　予備充電回路
５２　昇圧コンバータ
５４　昇圧チョッパ回路
５６　リアクトル
５８　第１の可制御スイッチ素子
６０　第２の可制御スイッチ素子
６２　制御回路
６４　ダイオード
６６　可変抵抗
６８　電子回路平滑インダクタ
７０　第１の半導体スイッチ
７２　第２の半導体スイッチ
７４　第３の半導体スイッチ
７６　第４の半導体スイッチ
７８　コンデンサ
８０　第２の電解コンデンサ（バッファコンデンサ）
８２　中間点
８４　第２の接地コンデンサ

【図１】

【図２】

【図３】
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【図７】



(16) JP 6892196 B2 2021.6.23

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  ゲプフリッヒ，クルト
            ドイツ連邦共和国　９６０５０　バンベルク，マリーエンプラツ　４
(72)発明者  シーエルリング，フーベルト
            ドイツ連邦共和国　９１０５２　エアランゲン，ポンメルンシュトラーセ　１８Ｇ

    審査官  土井　悠生

(56)参考文献  特開２００８－２８９２１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０１－０５５０９８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－３０４７７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１４４５６０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１３－１６２６９５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－０６９８７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０５３１２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００７／００５３２１３（ＵＳ，Ａ１）　　
              国際公開第２００９／０７５３６６（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２０１３／０２４１４５１（ＵＳ，Ａ１）　　
              中国特許出願公開第１０３２５９４１９（ＣＮ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｍ　　　３／００－３／４４
              Ｈ０２Ｍ　　　７／００－７／９８
              Ｈ０２Ｐ　　２１／００－２５／０３
              Ｈ０２Ｐ　　２５／０４
              Ｈ０２Ｐ　　２５／１０－２７／１８　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

